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「CONNECT TO THE FUTURE」
世界に誇るリーディングポート・東京港の未来へつなぐ
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―いよいよ今年度にコンテ
ナヤードの整備工事に着
手する中央防波堤外側
Y3岸壁ですが、同ター
ミナルの整備計画をはじ
め、今後の青海、大井ふ
頭などの再編整備計画、
青海ふ頭の荷役機械遠隔
操作化の推進についてお
聞かせください。

【中防外Y3】
　中央防波堤外側コンテナ
ターミナルY3は、約1万
4,000TEU級の大型コンテ
ナ船に対応する水深16mの
高規格ターミナルで、東京
港の機能強化を図る上で重
要なふ頭だ。
現在、国と都で連携して
整備を進めており、ジャケ
ットの据え付けに必要な予
算を確保でき、Y3整備に
ついては、ひとつ大きなめ
どがついたところだ。今年
度からは管理棟やヤード整
備などに着手し、2028年度
の供用開始を予定してい
る。

【青海ふ頭】
青海公共コンテナふ頭

は、2023年度から再編整備
工事に着手しており、この
再編により、ヤードの拡張
や岸壁の延伸を進めるとと
もに、荷役方式について
も、従来のストラドルキャ
リア方式からテナー方式に
変更する計画だ。
　この荷役方式の変更に合
わせ、労働環境の改善やオ
ペレーションの効率化を目
的として、新たに26基の
RTG（タイヤ式ヤードク
レーン）を導入する。遠隔
操作が可能で、動力源を水
素燃料電池に換装すること
ができる仕様となってい
る。民間で移動式水素ステ
ーションの開発が進んでお
り、これが実用化すると敷
地内に水素供給ユニットを
設置することなく、水素を
充填することができるよう
になる。
荷役機器の導入にあた

り、都でも港湾DXの加速
化と水素燃料電池換装型荷
役機械などの導入促進を目
的に、荷役機械本体と遠隔

操作に必要となる設備の導
入費用の一部である約28億
円を補助している。
再編整備は工事を4期に

分け段階的に進めており、
工事が完了した第1期エリ
ア（旧A3ターミナルのエ
リア）を今年3月31日にリ
ニューアルオープンした。
このオープンに合わせ、東
京港では初めて遠隔操作型
のRTGが稼働している。
今後、第2期エリアにつ

いては2027年度、第3期エ
リアについては2028年度に
整備を完了、ふ頭全体の工
事は2029年度の完了を予定
している。2026年度は
A0・A1エリアのコンテナ
ヤード改良工事や新ゲート
の設置工事に着手する予定
だ。

【大井ふ頭】
一方、大井コンテナふ頭
の再編整備は、Y3を活用
し、2028年度中に再編整備
に着手する予定で、2035年
度の整備完了を目指してい
る。大井ふ頭の将来像とし
て、世界最先端のターミナ
ルへバージョンアップする
ことを目指している。
具体的には今後、ふ頭背
後地の取得などを進め、ふ
頭の面積を現状から約30％
拡大することなどにより、
コンテナターミナルの処理
能力を約1.4倍に向上させ
ていく。
　また、荷役機械の高度化
や脱炭素化についても、関
係者と協議の上、推進して
いきたいと考えている。さ
らに、コンテナターミナル
の一体運営を早期に実現
し、外航船同士や内航船と
の間の円滑な接続・積み替
えが可能となるようにして
いく。
現在は関係者とともに、
蔵置スペースやゲート、管
理棟などの配置、導入する
荷役機械の種類などについ
て検討を進めている。ま
た、コンテナターミナルの
拡張に向け、ふ頭に隣接す
る民間の土地について関係
者と調整を進める中で、都
有地との交換により取得で
きる見通しとなった。今年

度からは、これまでの検討
結果などを踏まえ、コンテ
ナヤードなどの基本設計に
着手する予定だ。

―オフピーク搬出入や混雑
状況の「見える化」な
ど東京港独自の交通混
雑緩和策についてお聞
かせください。
　2024～2025年度のオフピ
ーク搬出入モデル事業によ
り、トラックの待機時間削
減や輸送効率向上の効果が
確認されるとともに、物流
効率化に取り組む機運が向
上した。
東京港や内陸のデポを活
用した取り組みのほか、今
年度は新たに「オフピーク
シャトル輸送事業」とし
て、これまで内陸輸送の事
業者が担っていたターミナ
ルと東京港デポ間の輸送
を、シャトル輸送専門の事
業者が担い、シャーシーを
共同で利用する仕組みの実
証に取り組む。
　また東京港ではトラック
のコンテナターミナルへの
来場時間を分散するため、
2021年度から混雑状況の見
える化を推進している。ト
ラックに搭載したGPSを活
用し、ゲート到着までの所
要時間やターミナル内での
滞在時間を計測し、リアル
タイムで情報提供してい
る。
　2024年度からは過去のデ
ータを分析の上、時間帯別
や曜日別、月別の混雑傾向
を分かりやすく整理して公
表している。さらに、昨年
9月からは蓄積したビッグ
データを活用し、翌日の混
雑予測情報の提供を開始し
た。
　2026年度はこの混雑予測
をさらに精度の高いものに
するため、AIなどを活用
し、高精度な混雑予測のシ
ステム構築に向けた取り組
みを進めていく。

―2025年度に一挙に常時
運用が進んだCONPAS
を活用したコンテナ搬出
入予約制ですが、今後の
進め方を教えてくださ

い。
東京港では国土交通省が
開発したCONPASを活用
し、2022年8月から予約制
の運用に取り組んでいる。
これまで関係者の習熟を図
りながら、段階的に実施規
模を拡大しており、2025年
度は5ターミナルで予約制
に取り組み、参加陸運事業
者数も490社まで増加して
いる。
　また、これまでの取り組
みにおいて、予約したトラ
ックは予約せずに来場した
トラックと比較し、平均待
機時間を最大で約9割も短
縮するなど、混雑解消に資
する大きな効果を確認して
いる。
　さらに昨年8月以降は大
井ふ頭の3ターミナル（1・
2号、3・4号、6・7号）
で 、 期 間 を 区 切 ら ず
CONPASを利用する「通
年実施」を開始した。都と
しては2026年度においても
実施ターミナルをさらに拡
大するなど、予約制のさら
なる定着に向け、積極的に
取り組みを展開していきた
い。
日本の場合、港湾の物流
手続きが、海貨、倉庫、タ
ーミナルオペレータ̶、そ
れぞれのシステムが違うた
め、結果として紙による処
理が残っている現状があ
る。1回の入力で一気通貫
に連携できる模範的なシス
テムを、関係者の協力を得
て構築していきたいと考え

ており、その過程で国交省
が進めるサイバ̶ポートの
活用なども提案していきた
い。
今後、大井ふ頭の再編を
進める上で、ターミナルの
一体運営を視野に入れてい
くこととなり、その時に備
えてターミナルオペレーシ
ョンシステム（TOS）が
今後どうあるべきかを整理
していく必要もある。

―東京港における港湾脱炭
素化に向けた取り組み
の進捗状況を教えてく
ださい。
　脱炭素化に向けて、今年
3月に東京港カーボンニュ
ートラルポート（CNP）
形成計画2.0を策定した。
2030年までのカーボンハー
フに加え、大井コンテナふ
頭の再編が完了する2035年
までに排出量を6割削減と
いう目標を新たに設定し、
2050年にカーボンニュート
ラルを目指す。
　これまでの取り組みとし
ては2024年4月までに全コ
ンテナターミナルにグリー
ン電力を導入するととも
に、大井ふ頭や中防外コン
テナふ頭などにおいて太陽
光発電設備を設置した。
今回のCNP計画の特徴

は官民が連携してCO2排出
削減に取り組む点だ。民間
事業者と連携し、後背地の
倉庫などにもグリーン電
力・太陽光発電の導入を進
め、CO2排出量を削減し、

国際競争力強化につなげて
いく。
太陽光についてはAirソ

ーラー（次世代型太陽電
池）の活用を進める。東京
国際クルーズターミナルの
「TOKYO」の大型サイン
の柱にも、同電池を活用し
ている。今年度中に、晴海
客船ターミナルの屋根にも
設置する。Airソーラーの
設置事例としては出力規模
が国内最大規模となる。

―東京港のつどい、東北セ
ミナー、東京港見学
会、荷主との意見交換
会など多様な取り組み
を進めるポートセール
ス活動についてお聞か
せください。
　都は東京港埠頭と連携
し、定期的に船社や港湾運
送事業者、荷主企業と意見
交換する場を設け、利用者
のニーズを汲み取り、物流
効率化などの都の施策形成
につなげている。東京や仙
台などで関係者の意見を聞
く機会があったが、共通し
てモーダルシフトという声
が非常に大きくなっている
印象だ。2024年問題も含
め、将来に向けて労働力不
足が懸念される中、従来の
単一の輸送形式よりも、鉄
道や内航船を含めた複数の
モーダルシフトに取り組ん
でいる事業者が増えてきて
いる。大井ふ頭背後の至近
距離にJR貨物の東京貨物
ターミナル駅があり、今後
利用できる可能性を最大限
模索していく考えだ。
今後も使いやすい港づく
りに努め、より多くの荷主
企業に利用されるように、
取り組んでいきたい。

東京都港湾局長 田中　彰  氏

DX化、交通混雑解消や脱炭素化の取り組みも進展
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東京港大井ふ頭大再編の仮移転先として活用する中央防波堤外側Y3の整備は予定通
り進捗、青海公共ふ頭では再編整備が進み、一部ターミナルがリニューアルオープ
ン。その青海には東京港初の遠隔操作可能なRTGが稼働を開始。一方で港頭地区での
交通混雑解消に向けたさまざまな取り組みも効果を上げつつあり、新たなCNP計画も
策定し脱炭素化に向けた活動も積極的に進めている。コンテナふ頭の機能強化を急ぐ
東京港の現状と将来を、田中彰港湾局長に聞いた。

狡東京都港湾局



Y3でヤード整備に着手
　中央防波堤外側コンテナ
ふ頭に整備中のY3は28年度
中の供用開始を目指し26年
度にいよいよコンテナヤー
ドの整備工事に着手する。
東京都ではY3整備によっ
て、施設能力が45万TEU増
加、現在の東京港全体の
10％に匹敵する能力が追加
される。また完成後は電動
型の遠隔操作荷役機械を導
入するなどコンテナターミ
ナルのDXや脱炭素化を推
進していく方針だ。Y3は
岸壁延長400m、水深16m、
総面積23haの規模で、大型
コンテナ船（最大15万
DWT級／1万4,000TEU積み
程度）に対応可能なコンテ
ナターミナル。22列対応の
ガントリークレーン3基と
RTG（ Rubber Tired
Gantry crane）17基を装備
する予定で、すでに三井
E&Sに発注済みで、岸壁
用、ヤード用ともに28年3
月末までに現地搬入する予
定。
　発注したガントリークレ
ーンは、シャトルブーム式
岸壁用コンテナクレーン
（三井パセコポーテーナ）
で、近接する羽田空港へ航
空機が離着陸する際の安全
を確保するために、休止時
にブーム起伏する従来のク
レーンと異なりブームを水
平に引き込む。これにより
航空機への影響を回避しつ
つ大型コンテナ船の離接岸
が可能となる。シャトルブ
ーム式コンテナクレーン
は、これらの特殊な構造を
有していることから、高度
な設計・製作技術が必要と
なり、世界的にも製作可能
なメーカーは限られる。ま
た、大規模な地震（レベル
2地震）が発生した際に物
流機能を維持できるように
免震機構（免震装置）を備
えている。

一方、ヤード用コンテナ
クレーンは走行路に沿って
設置したバスバーを介して
供給する電源を動力とした
環境対応型のクレーンとな
る。そのため従来のディー
ゼルエンジン発電機を搭載
したクレーンと異なり、荷
役作業時のCO2排出がゼロ
で、港湾の脱炭素化を促進
する。さらにクレーン上の
運転席でなく管理棟に設置
した遠隔操作卓から操作す
ることができ、運転手の作
業環境の改善にも配慮。三
井E&Sでは同クレーンの導
入は東京港全体の荷役処理
能力の向上、脱炭素化と
DXの推進に寄与するもの
と期待している。

青海ふ頭A3が
リニューアル開業
　青海コンテナふ頭の再編
整備も着実に進んでいる。
同ふ頭は23年度から再編整
備を開始、ふ頭全体の工事
は29年度に完了予定で、工
事 に 合 せ て 燃 料 電 池
（FC）に換装可能な遠隔
操作型RTG26基を導入す
る。26年3月末には旧A3タ
ーミナル部分の工事が完了
したのに合わせて、青海公
共ふ頭の借受事業者が東京
港初となる遠隔操作可能な
RTG（ Rubber Tired
Gantry Crane）を導入、運
用を開始した。
　この取り組みは快適で安
全な労働環境の確保などを
通じて、持続可能な東京港
の実現に大きく寄与するも
ので、東京都と国が同荷役
機械の導入費用の一部を支
援している。従来は運転手
が荷役機械の運転席から機
械を操作していたが、新た
に導入した荷役機械は事務
室から操作することが可能
となるため、労働環境が大
きく改善できる。遠隔操作
による荷役作業とコンテナ

搬出入予約制との連携など
によるDXの推進で、ター

ミナルオペレーションの効
率化が一挙に進むこととな
る
　また同荷役機械は動力源
を燃料電池（FC）へ転換
することが可能なタイプの
もので、転換後は水素エネ
ルギーの活用で東京港の脱
炭素化を推進する。遠隔操
作RTGは青海再整備共同企
業体（山九、住友倉庫、第
一港運、伊勢湾海運、日本
通運、三井住友ファイナン
ス&リース）が青海公共ふ
頭に8基導入した。
　8基とも全長11.4m、全幅
25.87m、全高25.2m、最大
荷重40.6t、最高走行速度
135m／分。今回の導入後
も青海公共ふ頭の再編整備
が完了する2029年までに段
階的に導入を進め、ふ頭全
体で26基が稼働する予定。
　一方、青海ふ頭再編整備
は次の段階に進み、26年度
はA0-A1エリアのコンテナ
ヤード改良工事や新ゲート

の設置工事に着手する。青
海A-4は22年度に岸壁延長
を350mから400mに延伸、
整備中の青海公共ふ頭も
870mから1,170mに延伸す
る計画だ。

大井ふ頭再編へ
大井コンテナふ頭につい
ては、28年度に完成予定の
Y3を活用し、同年度中に
再編整備に着手、35年度の
整備完了を目指す。26年度
は大井コンテナふ頭の再編
整備を着実に推進するた
め、関係者とともに検討の
深度化を図るとともに、コ
ンテナターミナルの拡張に
向けた関連施設の整備など
に取り組む予定。
　東京都では大井ふ頭を、
日本経済や国民生活を支え
る重要な国際物流拠点とし
て、世界最先端のターミナ
ルへとバージョンアップす
る方針で、ターミナルの
DXを推進し、オペレーシ

ョンの効率化を図るととも
に、脱炭素化を実現する。
またコンテナターミナルの
一体利用によって、外航船
と国際フィーダー船などと
の間の円滑な接続・積み替
えと日本企業のサプライチ
ェーンの強化に資する多方
面の基幹航路を充実させて
いく方針だ。
具体的な方向性として

は、コンテナふ頭の面積を
約30％拡大し、国内最大級
の岸壁延長（2km）と奥行
き（600m）を確保、コン
テナターミナルの処理能力
を240万TEUから330万TEU
へ約1.4倍に向上させること
を想定している。またコン
テナ船の大型化に対応し一
部岸壁の水深16m化を目指
すとしている。一方で荷役
機械の電動化またはFC
（燃料電池）化を推進、コ
ンテナターミナルから排出
するCO2を9割以上削減する
ことを見込んでいる。
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　東京都はコンテナターミナルをバージョンアップし、施設能力の大幅な向上と
世界トップクラスの効率性を実現する方針で、中央防波堤外側ふ頭Y3の整備、大
井ふ頭・青海ふ頭の再編整備、コンテナターミナル一体運営の推進を掲げてい
る。Y3の整備については、2028年度の大井コンテナふ頭の再編整備の着手に向
け、国と連携し、早期整備完了を図るとともに、DXや脱炭素化を強力に推進し
ていく。今後も貨物量の動向を見極めながら、新海面処分場コンテナふ頭の整備
などにより、施設能力の向上を図るとともに、大型コンテナ船の受入れ体制を強
化するなど、コンテナふ頭の機能を拡充していく。

能力・機能を拡充し大井ふ頭再編へつなげる能力・機能を拡充し大井ふ頭再編へつなげる

《写真提供》東京都港湾局



港湾物流の効率化
　東京港ではコンテナター
ミナル周辺の交通混雑を緩
和し、港湾物流の効率化を
図るため、コンテナターミ
ナルの施設能力の向上に加
え、トラックの来場時間の
分散化に取り組んできた。

施設面では中央防波堤外側
コンテナふ頭の整備を進
め、Y1ターミナル（17年3
月供用開始）、Y2ターミ
ナル（20年4月供用開始）
の整備で70万TEU分の施設
能力を新たに確保した。運
用面ではターミナルのゲー
トオープン時間（8時30分

～16時30分）の開始時間を
1時間前倒す（7時30分～）
早朝ゲートオープンを11年
12月から継続している。
　また17年3月には輸入コ
ンテナ（実入り）貨物の一
時保管場所（186区画）と
して東京港ストックヤード
を大井地区に開設してい
る。また22年度からは国土
交通省が開発した予約シス
テムのCONPAS (Container
Fast Pass) を活用して、コ
ンテナ搬出入予約制の導入
を推進している。加えて混
雑状況の見える化を21年度
から開始するなど、さまざ
まな対策を講じ待機車両の
車列長が平均1.26㎞（11
年）から0.42㎞（24年）に
対策を講じる前と比較し約
7割減少している。

混雑状況の見える化
　東京港ではトラック事業

者がリアルタイムの交通情
報や予約システムを活用し
て、コンテナターミナルの
混雑状況を事前に把握する
ことで、ピーク時を避けて
搬出入することを促し、貨
物の搬出入円滑化のため、
ターミナル周辺の道路に
WEBカメラを設置し、東
京港ポータルサイト上で道
路状況を公開している。
　21年度からはトラックに
搭載した専用GPS端末の位
置情報を活用して、ターミ
ナルのINゲートに到着する
までの所要時間とターミナ
ル内の滞在時間を東京港ポ
ータルサイトでリアルタイ
ムに公表することで、来場
時間の分散化、平準化進め
る対策に取り組んでいる。
さらに24年度からは各ター
ミナルの時間帯別・曜日
別・月別の混雑傾向を分析
し、公表するとともに、25
年9月からはこれまで蓄積
してきたデータを基に、翌
日の混雑状況の予測結果を
公表する取り組みを開始し
た。26年度は混雑に影響を
与えるさまざまなデータを
AIが分析し、高精度で予測
するシステムを構築するた
めの調査に取り組む。

オフピーク搬出入
　東京都港湾局は、24年度
から東京港を利用する荷主
企業と連携し、午前中など
コンテナターミナルが比較
的空いている時間帯に搬出
入する「オフピーク搬出
入」を推進しているが、25
年度のモデル事業では、往
復で実入コンテナを輸送す
るという新たな仕組みにチ
ャレンジしている。
オフピーク搬出入は、東
京港を利用する複数の荷主
企業や物流事業者と連携、
コンテナ搬出入の時間帯
を、混雑する午後や夕方か
ら比較的ターミナルが空い
ている午前にシフトし、搬
出した輸入コンテナは東京
港デポに仮置きし、道路混
雑の少ない夜間に、当該コ
ンテナを荷主デポまで輸送
するというシステム。また
輸出コンテナも夜間に輸送
し、午前中に東京港デポに
いったん搬入、CYへ転送

する。
　24年度には10社が参加、
10日間で112本のコンテナ
を対象にモデル事業を展開
した。その結果、ゲート前
の待ち時間は43分から7分
に大幅に短縮、輸送効率も
ドライバー1人・1日当たり
輸送できるコンテナ本数が
2本から3本へ増加、運転時
間も1本輸送するのに3.2時
間から1.5時間に短縮という
効果を確認した。25年度
は、荷主10社、物流事業者
5社が25年11月4日から12月
中旬頃まで400本のコンテ
ナを輸送する事業に取り組
んだ。26年度はターミナル
とデポの間を、空いている
時間帯に輸送する、オフピ
ークシャトル輸送という仕
組みを実証する予定だ。

モーダルシフト推進へ
東京港を利用する海上コ
ンテナの国内輸送は、約
98％がトレーラー輸送だ。
一方で、東京港を利用する
貨物が多い東北地方は、地
方港を利用した船舶の割合
が約25％とモーダルシフト

が進んでいる。東京都は、
東京港の物流効率化や環境
負荷軽減を図るため、海上
コンテナの国内輸送におい

て、モーダルシフトに取り
組む民間事業者を支援して
いる。さらに物流の2024年
問題による輸送力不足に対
応し、脱炭素化を図るた
め、24年度から補助制度を
拡充している。

東京港と国内他港との間
を内航フィーダー船により
海上コンテナを輸送する事
業については東京港を利用
する船舶運航事業者に対し
て、実入りコンテナは
1FEU当たり3,000円、空コ
ンテナが1FEU当たり2,000
円を補助している。
　また東京港と横浜港、川
崎港、千葉港との間をコン
テナバージにより海上コン
テナを横持輸送する事業
は、はしけ横持輸送を依頼
する者（船舶運航事業者等
など）に対して、実入りコ
ンテナが1FEU当たり2,000
円、空コンテナが1FEU当
たり1,000円。
　内航Ro/Ro船または内航
フェリーにより輸送するた
め、東京港内の内貿ふ頭と
外貿コンテナターミナルと
の間、もしくは異なる外貿
コンテナターミナルの間を
ドレージ車両で横持輸送す
る海上コンテナについて、
実入り空とも1輸送当たり1
万円を、港内横持輸送を依
頼する者を対象に補助す
る。
鉄道により輸送するた

め、東京貨物ターミナル駅
と東京港外貿コンテナター
ミナルとの間を、ドレージ
車両により横持輸送する海
上コンテナについて、港内
横持輸送を依頼する者また
は営む者に対して、実入り
空とも1輸送（片道）当た

り2,000円を補助する。ただ
し、鉄道でコンテナラウン
ドユース（CRU）した場

合、補助金額を2倍として
算定する。
東京港で輸出入する海上
コンテナ貨物を、東京港の
CFSなどで鉄道コンテナと
の詰め替え、東京貨物ター
ミナル駅または隅田川駅を
発着する列車で輸送する鉄
道コンテナについて、鉄道
コンテナ1本当たり12ftが
5,000円、20ft以上が1万円を
補助する。26年度からは鉄
道コンテナの詰め替え本数
の上限をなくした。
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コンテナ物流のサプライチェーン最適化
物流コスト削減やL/Tの短縮、輸送網の多角化へ
　東京港では特定の時間帯にトラックが集中し、一部のコンテナターミナル周辺で混
雑が発生している。東京都はトラックの来場時間の平準化のため、荷主企業の協力を
得ながら、配送サイクルを変更し、空いている時間帯にコンテナ搬出入を行う「オフ
ピーク搬出入」を推進している。一方で、トラック事業者がリアルタイムの交通情報
や予約システムを活用して、コンテナターミナルの混雑状況を事前に把握すること
で、ピーク時を避けて搬出入する取り組みも進んでいる。またトラックの輸送力不足
が懸念される中、東京港と国内各地との間の輸送について、トラックによる輸送から
内航船や鉄道を活用した輸送に切り替えていくモーダルシフトがこれまで以上に求め
られている。



ゲート前混雑解消へ
東京都港湾局、東京港埠
頭、東京港運協会、国土交
通省関東地方整備局は関係
者の協力のもと、2022年度
からCONPASを活用したコ
ンテナ搬出入予約制の試験
運用に取り組んできた。
CONPASは国交省が開発し
たシステムで、コンテナタ
ーミナルのゲート前混雑の
解消やコンテナトレーラー
のターミナル滞在時間の短
縮を図ることで、コンテナ
物流の効率化と生産性向上
の実現を目的としている。
　25年度は特に大井1・2号
ターミナル（借受者：川崎
汽船、ターミナルオペレー
ター：ダイトーコーポレー
ション）で25年8月、大井
3・4号ターミナル（借受
者：商船三井、ターミナル
オペレーター：宇徳）で26
年1月、大井6・7号ターミ
ナル（借受者：日本郵船、
ターミナルオペレーター：
ユニエツクスNCT）で26年

3月に、それぞれ常時運用
を開始するなど関係者の協
力により取り組みが拡大し
た。

青海や中防外でも試験運用
　一方、青海4号ターミナ
ル（借受者：Evergreen
Marine Corp. (台湾) Ltd.、
ターミナルオペレーター：
鈴江コーポレーション）、
中央防波堤外側
Y1ターミナル
（借受者・ター
ミナルオペレー
ター：上組）で
も25年度に、第
8期（25年9～11
月)、第9期（26年1～3月）
の2回、CONPASを活用し
た予約制事業に取り組んで
きた。ちなみに第1期から
第3期は22年度、第4期から
第5期は23年度、第6期から
第7期は24年度に予約制事
業に取り組んできた。
　25年度の平均ゲート前待
機時間は非予約車と比較

し、予約車の方が短縮して
おり、25年9月～11月の事
業に参加した陸運事業者ア
ンケート回答者の86％が
「今後も利用したい」と回
答しており、東京港を利用
する陸運事業者側にも着実
にCONPASが浸透してい
る。常時運用に関しては、
予約枠の拡充を期待する意
見が複数寄せられており、

東京港では引き続き、他タ
ーミナルへの常時運用の展
開やコンテナ搬出入予約制
の適正な運用に取り組むこ
とで、コンテナ搬出入予約
制の普及促進を図る。

搬入処理時間も6割削減
CONPASを開発・運営し
ている国交省港湾局による
と、同システムの搬出入予
約でトレーラーのターミナ
ル到着の分散･平準化が進
み、ゲート前混雑の解消と
トレーラー待機時間の短縮
が期待できるとしている。
試験運用では、搬入トレー
ラーの14％がCONPASで予
約した結果、搬入トレーラ
ーのゲート前総待機時間を
約1割削減できたという。
　またゲートでの搬入手続

きの際に書類の不備が見つ
かると、急な情報確認や修
正が必要となり、ゲート前
混雑の原因となっていた
が、CONPAS利用で事前に
搬入情報を照合することに
より、書類の不備が減少
し、ゲート前混雑の削減が
図られる。加えて搬入情報
の事前照合や、PSカード
（Port Securityカード）の
タッチによる入場手続きに
より、ゲート処理時間が短
縮できる。推計では搬入情
報の事前照合により実入り
コンテナ搬入処理時間を6
割削減できるという結果を
得ている。

オペレーションの効率化 
コンテナターミナルのオ
ペレーターは、ターミナル
オペレーションシステム
（TOS）によりコンテナの
蔵置場所などを管理してい
るが、現状ではトラックが
どの貨物をいつ引き取りに

来るのか、事前に把握する
ことができず、あらかじめ
コンテナヤードにコンテナ
を効率的に蔵置しておくこ
とが困難な状況となってい
る。また、ゲート受付時に
紙の受け渡しやタッチパネ
ルの操作により、トラック
の受付やコンテナをトラッ
クへ引き渡すまでに時間が
かかっている。ターミナル
でのコンテナ貨物の引き渡
しにかかる時間を削減し、
ターミナル運営の効率化を
図っていくためには、荷役
作業やゲート業務の効率化
が必要だ。
今後、コンテナ貨物の予
約情報などを活用したター
ミナルオペレーションの効
率化や、ICカードなどを活
用したゲート処理業務の効
率化を推進していく。また
港湾関係事業者や物流関係
事業者などと連携しなが
ら、AIなどの最先端技術を
活用し、ターミナルオペレ
ーションのさらなる効率化
を図るとともに、さまざま
な情報プラットフォームを
積極的に活用し、本船の入
出港情報やコンテナ貨物の

情報、トラックの位置情報
などを関係者で共有するこ
とで、サプライチェーン全
体のさらなる効率化を図っ
ていく方針だ。
具体的には東京港ではこ
れまで、コンテナターミナ
ルにおけるゲート処理時間
などの短縮化や荷繰りの効
率化などを推進することを
目的として、ターミナルオ
ペレーターが取り組む
CONPASとTOSとの連携に
係るシステム改修費などを
支援（港湾DX加速化補助
金）してきた。また26年度
は港湾物流事業者の各種手
続きのデジタル化を促進
し、港湾物流全体の生産性
向上を図るため、新たにモ
デル事業を展開。国土交通
省港湾局が運営する港湾物
流や行政手続きなどの港湾
関連手続を電子化するデー
タプラットフォームである
「 Cyber Port（ 港 湾物
流）」の活用のため、技術
的助言やシステム改修への
支援を提供するとともに、
その成果を先行事例とし
て、他事業者へ広く展開し
ていく予定だ。
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　東京港では、貨物の受け渡しに来場するトラックが特定の時間帯に集中する傾向
があり、この結果、一部のコンテナターミナル周辺で交通混雑が発生しているが、
22年度からは、トラックの来場時間の平準化により、ターミナル周辺の混雑を解
消することを目的として、国やターミナルオペレーターと連携を図りながら、国土
交通省が開発したCONPASを活用したコンテナ搬出入時間の事前予約制の導入を
進めている。25年8月には大井1・2号ターミナルで常時運用を開始、26年1月
15日から大井3・4号ターミナル、26年3月9日から大井6･7号ターミナルで、
それぞれ常時運用を開始した。

コンテナ搬出入の事前予約制で滞在時間短縮

物流があるから、 世界はいつも新しい。
モノを作っている人がいて、売っている人がいる。

そこには必ず「つなげる人」がいる。正確に、丁寧に、安全に。
あなたの手元から、新たな景色を広げるために。

ヒト、モノ、コトの接点を生み出す。ケイヒングループ。



　東京都港湾局がとりまと
めた2025年東京港港勢（速
報値）によると、外貿コン
テナ取扱個数（輸出入・実
空合計）は、前年比2.4％増
の426万8,615TEU、内貿コ
ンテナ取扱個数（移出
入・実空合計）は
10.7％増 の 58万
8,065TEU、外内貿合
計のコンテナ取扱個数
は 3.3％増 の 485万
6,680TEUとなった。
外貿コンテナ（実空
合計）は、輸出が0.8％
増の190万3,547TEU、
輸入が3.7％増の236万
5,068TEUだった。う
ち輸出の実入りコンテ
ナは4.6％減の78万7,388
TEU、輸入の実入り
は 4.1％増 の 235万
3,352TEU、空コンテ
ナは輸出入合計で4.1％
増の112万7,875TEU。
　外貿コンテナ貨物を
主要国別にみると、輸
出は米国が14.6％減の
239万トン、中国が
2.4％減の183万トン、
ベトナムが2.3％増の95
万トン、タイが7.5％増
の70万トン、台湾が
16.6％減の67万トン。

一方、輸入は中国が6.0％増
の1,636万トン、米国が2.0％
増の284万トン、ベトナム
が8.3％増の252万トン、タ
イが1.3％減の204万トン、
韓国が3.1％増の163万トン

だった。
海上貨物全体では、外貿
貨物の輸出が4.6％減の1,062
万トン、輸入が3.3％増の
3,507万トン、合計で1.3％増
の4,568万トン。内貿貨物は

移出が0.6％増の1,407万ト
ン、移入が0.6％減の2,367万
トン、合計で0.2％減の3,774
万トン。
外貿貨物の輸出を主要国
別にみると、米国向けが
14.6％減の239万トン、中国
向けが2.7％減の184万ト
ン、ベトナム向けが0.7％増
の103万トン、タイが7.5％
増の70万トン、台湾が
18.2％減の69万トン。輸出
を品目別にみると、その他
化学工業品が3.4％減の176
万トン、産業機械が0.9％増
の171万トン、再利用資材
が10.0％減の109万トン、自
動車部品が25.9％減の85万
トン、電気機械が13.1％減
の63万トン。
一方、輸入を主要国別で
みると、中国が5.8％増の
1,642万トン、米国が1.8％増

の289万トン、ベトナムが
8.3％増の252万トン、タイ
が1.3％減の204万トン、韓
国が2.8％増の165万トンだ
った。輸入の品目別では、
衣服・身廻品・はきものが
1.8％増の465万トン、電気
機械が0.6％増の343万ト
ン、製造食品が5.6％増の

275万トン、その他化学工
業品が4.2％増の248万ト
ン、家具装備品が1.1％増の
204万トン。
　2025年の入港船舶は、前
年比4.1％減の2万374隻、
0.5％減の1億5,408万総ト
ン、うち外航船が1.8％減の
4,762隻、0.5％減の1億868万
総トン、うちコンテナ船が
3.2％減の4,486隻、2.6％減
の9,978万トン、内航船が
4.8％減の1万5,612隻、0.4％
減の4,540万総トンだった。
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東京港港湾運送事業協同組合
理  事  長 松 川 一 裕

副理事長 森 　 達 郎

副理事長 岡 田 幸 重

専務理事 戸井﨑 正 巳

〒108-0023  東京都港区芝浦三丁目5番38号（港協会館）
電話  ０３（３４５２）３８１１
ＦＡＸ ０３（３７９８）１４０４

東京港湾福利厚生協会一般財団法人

会　　長　永  澤  利  雄

副 会 長　城田健二郎

副 会 長　髙  木  延  康

専務理事　齋  藤      博

〒108-0022 東京都港区海岸３丁目９番５号
 電　話 ０３－３４５２－６３９１㈹
 ＦＡＸ ０３－３４５１－６５８５

●東  京  本  社 ●横  浜  支  店 ●松  山  支  店
03(3642)3255 045(201)0825 089(979)4490

●品 川 営 業 所 ●大 井 営 業 所 ●海外駐在事務所
03(3474)9222 03(5492)7443 （ベトナム/ダナン・韓国/釜山）

○海外法人　PT.DAIICHI KOUN INDONESIA（インドネシア/スラバヤ）
DAIICHI KOUN (THAILAND) CO., LTD（タイ/バンコック）

Website:https//www.daiichi-koun.com

一般港湾運送事業・通関業・国際複合輸送業

第一港運株式会社
Daiichi Transportaton & Terminal Co., Ltd.

代表取締役社長 岡　田　幸　重

総合物流で日本と世界を結ぶ
第一港運は物流のトータルプランナーとして
お客様のニーズに即した質の高いサービスを

ご提供いたします。

東京港港勢指標（令和7年速報値）

《写真提供》東京都港湾局



（1）Y3の整備と大井コン
テナふ頭の再編につい
て

Y3の整備に当たっては
DX（デジタルトランスフ
ォーメーション）と脱炭素
化を推進しており、国や都
と一緒に進めている。荷役
機器については22列対応の
ガントリークレーン3基
と、遠隔操作可能な電動式
の RTG（ Rubber Tired
Gantry crane）を17基製作
中だ。今後も関係者と調整
しながら、2028年度の供用
開始に向けて着実に進めて
いく。
　一方、大井ふ頭の再編に
ついては2028年度から2035
年度の計画であり、最先端
のターミナルにしたい考え
だが、さらに目指す重要な
ところは一体運営化だ。こ
れは機材やレイアウトな
ど、ハード整備を待つ必要
はなく、できるところから
着手していけるのではない
かと考えているため、当社
としては全面的にサポート
をしていきたいと考えてい
る。

（2）再編進む青海コンテ
ナふ頭について

青海コンテナふ頭全体と
しては青海A4が2022年度に
岸壁延長を350mから400m
に延伸、整備中の青海公共
コンテナふ頭も870mから
1,170mに延伸する計画だ。
　青海公共コンテナふ頭の
再編工事は4段階で進めて
いるが、第1期のA3ターミ
ナル部分のヤードの整備工
事が完了し、今年3月に供
用を開始している。これか
ら第2～4期、A0、A1、A2
と整備し、2029年度の完成
を目指している。工事に合
わせて遠隔操作が可能な
RTG26基が借受者によって
導入されることとなってお
り、燃料電池（FC）に換
装可能な仕様となってい
る。A3ではそのうち8基が
稼働している。

（3）今後のCONPAS搬出
入予約制事業の進め方

　東京都がとりまとめた
CONPAS予約制の取り組み
実績をみると、予約制を利
用しているところはゲート
前待機時間を最大9割程度
短縮できているという結果
がでている。ただ、トラッ
クドライバーの利用率はま
だ低いという現状がある。
今後、対象ターミナルを拡
充させることで、利用率向
上を図っていきたい。
　また、この予約制は、搬
出入するコンテナを事前に
把握できるため、コンテナ

ヤード内の荷捌きなど事前
に準備を済ませることによ
り、ヤード内の荷役の効率
化につながるものと考えて
いる。

（4）CT周辺混雑状況の見
える化システムやオフ
ピーク搬出入など東京
港独自の交通混雑緩和
対策について

搬出したコンテナは翌朝
には届けてほしいという荷
主企業からの要望が多く、
どうしても前日の夕方にト
ラックが集中し、ゲートが
混雑してしまう。こうした
ことから、東京港では、午
前中などコンテナターミナ
ルが比較的空いている時間
帯に搬出入する「オフピー
ク搬出入」にも取り組んで
いる。
東京港におけるゲート前
の深刻な混雑に対しては、
官民でさまざまな対策に取
り組んできた。

CONPASやオフピークな
どの新しい取り組みのほか
にも、在来の手法による取
り組みも続けている。2017
年には大井コンテナふ頭背
後にストックヤード（186
区画）を開設、現状ほぼ
100％稼働しているほか、
待機場所やバンプールの整
備など、さまざまな取り組
みを進めてきた。
　これらに加えて、トラッ
クに搭載した専用GPS端末
の位置情報を活用して待機
時間などをリアルタイムで

公表する「見える化システ
ム」をポータルサイトで運
用している。その結果、
2011年に1.26kmあったゲー
ト前の渋滞長が、2024年に
は0.42kmと、約70%減少し
ている。
　東京港のコンテナ取扱量
は施設容量を上回る状況が
続いており、これらの対策
がなければ、さらに混雑状
況は悪化することとなり、
それを考えると大きな効果
を発揮していることにな
る。今後はAIを活用した所
要時間予測システムの開発
に向けて東京都と協力し取
り組んでいくつもりだ。

（5）再生可能エネルギー
由来の電力導入や荷役
機械の脱炭素化など、
CNPに向けた取り組み
の現状と今後の計画

すでに2024年4月から東
京港における全てのコンテ
ナふ頭に再生可能エネルギ

ー由来の電力を導入してい
る。またインバータ制御方
式のガントリークレーンの
導入も、更新時期に合わせ
て徐々に進めてきている。
加えて借受者などによって
ハイブリッド型、または
FC換装型トランスファー
クレーンの導入などが進め
られている。
　そのほか青海コンテナふ
頭の再編整備ではRTG走行
路版に環境配慮型コンクリ
ートを使用している。通常
のコンクリートは石灰石を

高温で焼成してセメントを
生成するが、この時に大量
のCO2を排出している。こ

れが環境配慮型コンクリー
トでは、高炉スラグなど産
業副産物を利用すること
で、生成時のCO2の排出量
を5割程度削減することが
できる。これを積極的に使
っていこうと考えている。
さらに、CO2を吸収する新
しいタイプの環境配慮型コ
ンクリートの開発も進んで
いると聞いている。

（6）東京港のつどい、東
北セミナー、東京港見
学会、メーカーとの意
見交換会など、ポート
セールス活動について

　2025年度には仙台で東京
港東北セミナーを2年連続
で開催したほか、東京港の
つどいをはじめ、メーカー
の物流担当者との意見交換
会や東京港見学会などを開
催してきた。仙台でのセミ
ナーでは、内航船とのスマ
ートでスムーズなコネクシ
ョンが重要だということを
再認識した。外航コンテナ
船と内航コンテナ船との円
滑な接続を考えた時、コン
テナふ頭の一体運営という
ことは避けて通れない課題
となろう。
東京港の大きな特徴は背
後に巨大な消費市場がある

ため、圧倒的に輸入貨物が
多い点にある。逆に他のア
ジア諸国は輸出超過であ
り、コンテナが慢性的に不
足している。そのアジアの
中で東京港は年間で100万
TEUを超える空コンテナを
輸出している港湾であり、
アジアのコンテナ・サプラ
イソースとなっている。船
会社にとって重要なインベ
ントリ面において、東京港
は今後、一層注目されてい
くのではないかと感じてい
る。
港湾やターミナルを陸か
らのみ見ていると、空コン
テナは単なる厄介者でしか
ないが、海上からの視点を
もってみると戦略的な意味
合いを帯びてくる。当社の
社員にも海からの目線を持
ってほしいとの思いがあ
り、熊本にあるONEジャパ
ンと構造計画研究所が組織
している次世代海上コンテ
ナ輸送研究所（AOCTEL）
に、研修生を派遣してい
る。具体的なストウェージ
プランなどを勉強するだけ
ではなく、海からの景色を
見ることで、新しい発見や
気づきを得て、それが将来
の港湾のあり方や新事業の
創出につながればと期待し
ている。
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東京港埠頭株式会社 社長 丸山 英聡 氏

ゲート前混雑解消や環境負荷低減の取り組み進む
　東京港埠頭の2026年度事業計画では、コンテナターミナルの施設能力向上や船舶大型化などに対応す
るため、中央防波堤外側コンテナふ頭Y3整備工事や青海コンテナふ頭再編工事のほか、各ふ頭のコンテナ
クレーン更新工事などを予定している。この中でも、Y3は2028年度の供用開始を目指しており、今年度
からコンテナヤードの整備工事を開始し、完成後には大井コンテナふ頭の大規模なリニューアルに着手す
る。また青海コンテナふ頭の再編整備も同時に進めており、2029年度に完了予定だ。東京港埠頭の現状
の取り組みと今後の計画を、丸山社長に聞いた。

一般社団法人東京港運協会
会　　長 鶴 岡 純 一
副 会 長 松 川 一 裕
副 会 長 齊 藤 宗 明
副 会 長 塩 津 伸 男
副 会 長 栗 林 宏 𠮷
副 会 長 岡 田 幸 重
副 会 長 椎 野 和 久
副 会 長 髙 木 延 康
専務理事 笹 川 文 夫
常務理事 今 村 秀 彦
事務局長 近 田 毅 彦

〒108-0022 東京都港区海岸三丁目26番1号 バーク芝浦4階
電話 03 ( 5 4 44 ) ２ １ ５ １
FAX 03 ( 5 4 44 ) ０ ８ ６ ６
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脱炭素型荷役機械の
導入促進
　東京港では2050年カーボ
ンニュートラル実現に向
け、東京港の荷役機械の
FC化（燃料電池化）を進
めることを目的に23年度か
らFC換装型RTG（Rubber
Tired Gantry Crane）導入
費用に対する補助を開始し
ている。今後はその他の
FC型荷役機械や電動型荷
役機械への補助対象の拡大
についても検討していく方
針だ。補助対象経費の1/2

（補助上限額：1億円）、
導入実績は25年度末時点で
28基。
　内貿ユニットロードふ頭
やフェリーふ頭で、DXに
よる荷役時間の短縮、荷役
の効率化を推進するため、
25年度から補助事業を開始
している。ユニットロード
ふ頭利用のRo/Ro船、フェ
リーの船舶運航事業者、港
湾運送事業者を対象に、補
助対象経費の1/2（補助上
限額：4,500万円）を支給し
ている。

環境配慮型船舶の導入
　一方、東京港のCNP形成
に向けて港湾局が保有する
船舶のゼロエミ化を推進、
また水素燃料電池船を活用
し東京港の役割を発信す
る。具体的には岩谷産業が
無償で水素燃料電池船“ま
ほろば”を都に提供、この
船を活用して共同事業に取

り組む協定を25年10月に締
結し、運航開始時期は2026
年度内を予定している。さ
らに東京都は「ゼロエミッ
ション東京」の実現に向
け、水素燃料電池と蓄電池
による推進システムを搭載
した環境配慮型船舶“東京
みらい丸”（写真）と“つ
きじZERO”が26年4月に完
成した。両船は官公庁とし
ては全国初となる水素燃料
電池を搭載、水素と酸素の
化学反応で発生する電気な
どで航行するもので、航行
中に二酸化炭素（CO2）を
一切排出しない地球にやさ
しい船舶となる。

工事の脱炭素化や藻場創出
　港湾工事などから排出す
るCO2削減に向け、低炭素
型コンクリートやグリーン
スチールなどの脱炭素型建
設資材の活用を検討すると
ともに、建設機械の次世代

燃料の活用、電動化を促進
する方針で、25年度には試
行的に低炭素型コンクリー
トを導入している。
一方、東京都は東京港で
藻場創出の活動を推進する
ため、24年12月に「東京港
藻場創出の活動方針」を策
定、藻場が持つ多様な生物
の生息場や環境学習の場と
しての機能に着目し、藻場
創出のための活動を推進す
る方針だ。同活動にあたっ
ては「東京港藻場創出活動
パートナー」として、企業
や団体の参画を募り、都と
協働して同活動を展開す
る。

海の森水素ステーション
上組は水素ステーション
の整備・運営を目的とし
て、トヨタエルアンドエフ
東京、エスケイエム（愛知
県刈谷市）と設立した共同
運営会社・海の森水素ステ

ーションを通じて、東京港
（東京都江東区）に水素
ST「海の森水素ステーシ
ョン」（東京都江東区海の
森1-3-4、上組東京多目的物
流センター内）を建設す
る。26年4月に着工、27年4
月に運営開始を予定してい
る。同水素STは同JVによ
って上組東京多目的物流セ
ンター内に整備、上組で使
用する燃料電池フォークリ
フト（FCフォークリフ
ト）へ水素の供給・販売
や、今後普及が見込まれる
大型燃料電池トラック、バ
ス（大型FCトラック、FC
バス）などの一般ユーザー
の利用も想定している。
FCフォークリフトは20台
の導入を計画している。

　一般社団法人日本海事
検定協会の分析センター
は、昭和30年（1955年）に
東京と大阪の2箇所に開設
された。それ以来、国内
外の主要港での港湾業務
の拡大と幅広いネットワ
ークを活用した事業活動
によって、石油・石炭・
鉄鉱石・食品など、国民
生活にとって必要不可欠
な輸出入貨物の品質分析
の実績を積み上げ、その
間、分析技術を向上させ
つつ顧客ニーズに応えて
きた。横浜・大阪の分析
センターを始めとして、
石狩（平成15年）、苫小牧
（同年）、千葉（平成24
年）、名古屋（同25年）の
4箇所にサテライトラボが
ある。
このうち横浜分析セン

ターは、近年、事業規模
が急拡大してきたことで
分析センターが手狭とな
り、スペースの確保が緊
急の課題となっていた。
そうした状況にあって、
平成25年2月に協会創立100
周年を迎えることとな
り、その記念事業の一環
として、横浜市鳥浜地区
に新たな分析センターを
建設し、平成26年2月に移
転を完了し、分析業務を
開始した。
　分析センターでは、輸出
入貨物の品質分析を主な業
務として行っている。取扱
品目は、鉄鉱石、石炭、石
油、化学品原料、及び食品

と多岐にわたっており、国
内外から当分析センターに
送付される品物の種類は、
着実に増加している。ま
た、貨物にトラブルが起こ
った場合の原因調査につい
ては、最新機器と各分野に
精通した専門スタッフで
様々な要望に迅速・的確に
対応している。
　今後も、国内外を問わ
ず、従来の業務に加えて
資源・エネルギー、及び
食品分野の安全と安心を
重要テーマとして、積極
的に取り組んでいく。
わが国を取り巻く社会

環境の変化に対して、分
析機関に求められる役割
は益々重要となる。目覚
ましい進歩に伴い多様化
している資源エネルギー
及び食品に関わる分析の
経験と知識を更に深めて
いくとともに、顧客の目
線を忘れずに国内外の社
会変化を先取りして、一
歩踏み込んだサービスを
提供していく姿勢を全面
に打ち出す。
　同協会は、輸出入食品
や貨物の安全と安心を守
ることに加えて、視野を
広く保ち、情報発信力を
強化して、「これまでの
100年からこれからの100
年」を見据え、経営理念
である「信頼のブランド
NKKK」をあらゆる事業
活動の原点におき、国際
社会への永続的な貢献を
目指す。

日本海事検定協会（NKKK）
分析センター（横浜）
国際社会への永続的貢献を目指す

“国際総合分析機関”

（写真　エスエス東京　島尾  望）

https://www.nkkk.or.jp

　東京港では2023年3月に、東京港の脱炭素化に向けた取り組みを戦略的に
推進するため、東京港CNP形成計画を策定、これまで計画に基づき、太陽光発
電設備の設置やグリーン電力の利用拡大、省エネ型の荷役機械の導入を推進し
てきた。さらに26年3月には「東京港CNP形成計画2.0（東京港港湾脱炭素化
推進計画）」を策定、荷役機械や倉庫などの脱炭素化に向けて、民間事業者と
ともに取り組みを加速していく方針だ。




